
ＪＲ北海道ホテルズ株式会社

（単位：千円）

流動資産 1,756,138 流動負債 1,259,004

現 金 及 び 預 金 120,675 買 掛 金 99,375

売 掛 金 396,309 未 払 金 631,973

商 品 及 び 製 品 4,689 未 払 法 人 税 等 12,646

原 材 料及び貯 蔵品 72,361 未 払 事 業 税 等 39,151

前 払 金 136,490 未 払 消 費 税 等 41,838

前 払 費 用 1,524 連 結 納 税 未 払 金 182,967

未 収 金 44,955 未 払 費 用 20,632

短 期 貸 付 金 976,455 前 受 金 52,194

そ の 他 2,728 預 り 金 26,084

貸 倒 引 当 金 △ 50 賞 与 引 当 金 151,833

固定資産 1,946,059 そ の 他 307

有形固定資産 641,127 固定負債 187,209

建 物 付 属 設 備 351,614 預り敷金及び保証金 26,312

諸 構 築 物 3,518 資 産 除 去 債 務 99,200

機 械 及 び 装 置 1,409 修 繕 引 当 金 61,697

車 両 運 搬 具 915 1,446,214

工 具 器 具 備 品 283,670

無形固定資産 42,498 株主資本 2,255,983

電 話 加 入 権 2,170 資本金 499,000

ソ フ ト ウ エ ア 40,328 資本剰余金 499,311

投資その他の資産 1,262,432 資 本 準 備 金 499,000

長 期 貸 付 金 900,000 そ の 他資本剰 余金 311

長 期 前 払 費 用 4,033 利益剰余金 1,257,672

差 入 敷 金 299,547 そ の 他利益剰 余金 1,257,672

繰 延 税 金 資 産 58,650 繰 越 利 益 剰 余 金 1,257,672

そ の 他 201

2,255,983

3,702,197 3,702,197

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表 

平成３０年４月 １日から 

平成３１年３月３１日まで 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

      商品及び製品、原材料及び貯蔵品は低価法を採用しております。  

 

２．固定資産の減価償却の方法  

   有形固定資産及び無形固定資産の減価償却は定額法を採用しております。 

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については一括して３年で均

等償却を行っております。 

 

３．引当金の計上基準 

 （１）貸倒引当金 

     債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

（２）賞与引当金 

       従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

（３）修繕引当金 

     修繕引当金は、将来の修繕費用を合理的に見積もり計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（２）連結納税の適用 

      連結納税制度を適用しております。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

 １．有形固定資産の減価償却累計額  1,345,249 千円 

 ２．関係会社に対する金銭債権債務 

                        短期金銭債権 117,229 千円 

             短期金銭債務  13,330 千円 

                          

Ⅲ．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金繰入等であります。 

  

Ⅳ．１株当たり情報に関する注記 

   １株当たり純資産額     226,050 円 46 銭 

    １株当たり当期純利益     49,659 円 93 銭 



 

Ⅴ．重要な事象に関する注記 

   当社は平成３０年４月１日に当社の完全子会社である株式会社北海道ＪＲインマネ

ジメントと、当社を存続会社として合併しました。 

(１)  結合当事企業の名称及び事業の内容、結合企業の法的形式、結合後企業の名称 

並びに取引の目的を含む取引の概要  

①結合当事企業の名称及び事業の内容 

  結合企業 

   名称    ＪＲ北海道ホテルズ株式会社   

      事業の内容 ホテル事業 

     被結合企業 

      名称    株式会社北海道ＪＲインマネジメント     

           （当社の完全子会社） 

事業の内容 ホテル事業 

    ②企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

     平成３０年４月１日を合併期日とし、当社を存続会社、株式会社北海道ＪＲイ

ンマネジメントを消滅会社とする、吸収合併であり、結合後の名称はＪＲ北海

道ホテルズ株式会社となっております。なお、合併による新株式の発行及び資

本金の増加はありません。 

③取引の目的を含む取引の概要 

     当社は、ＪＲ北海道グループのホテル事業分野での経営資源の集中及び効率化、

合併による経営基盤強化を図るべく再編を進めることと致しました。 

   (２)  実施した会計処理の概要 

     「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 平成２５年９月１３日 

     改正）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針（企

業会計基準適用指針第１０号 平成２５年９月１３日改正）に基づき共通支配

下の取引として、株式会社北海道ＪＲインマネジメントより受け入れた資産及

び負債は、合併期日に付された適正な帳簿価額により計上しております。 

 

Ⅵ．当期純利益          495,606 千円 


